
国立大学法人茨城大学職務発明規程

平成16年 4月 1日

規 程 第 1 5 号

第１章 総則

（趣旨）

第１条 この規程は、国立大学法人茨城大学就業規則（平成16年規則第 8号。以下「就業

規則」という。）第21条第 2項の規定に基づき、国立大学法人茨城大学（以下「大学」

という。）に勤務する教職員の発明等に関し、必要な事項を定める。

（定義）

第２条 この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。

(1) 「発明等」とは、次に掲げるものをいう。

ア 特許権の対象となるものについては発明

イ 実用新案権の対象となるものについては考案

ウ 意匠権、商標権、回路配置利用権及びプログラム等の著作権の対象となるものに

ついては創作

エ 品種登録に関わる権利の対象となるものについては育成

オ ノウハウを対象とするものについては案出

(2) 「職務発明等」とは、大学が費用その他の支援をして行う研究又は大学が管理する

施設設備を利用して行う研究等に基づき、教職員が行った発明等をいう。

(3) 「発明者」とは、職務発明等をした教職員をいう。

(4) 「部局」とは、各学部、各研究科、ＩＴ基盤センター、図書館、大学教育センター、

入学センター、各学内共同教育研究施設等、保健管理センター、管理運営部門及び事

務局をいう。

(5) 「知的財産権」とは、次に掲げるものをいう。

ア 特許法（昭和34年法律第 121号）に規定する特許権、実用新案法（昭和34年法律

第 123号）に規定する実用新案権、意匠法（昭和34年法律第 125号）に規定する意匠

権、商標法（昭和34年法律第 127号）に規定する商標権、半導体集積回路の回路配

置に関する法律（昭和60年法律第43号）に規定する回路配置利用権及び種苗法（平

成10年法律第83号）に規定する育成者権及び外国における上記各権利に相当する権利

イ 特許法に規定する特許を受ける権利、実用新案法に規定する実用新案登録を受け

る権利、意匠法に規定する意匠登録を受ける権利、商標法に規定する商標登録を受

ける権利、半導体集積回路の回路配置に関する法律第 3条第 1項に規定する回路配

置利用権の設置の登録を受ける権利及び種苗法第 3条第 1項に規定する品種登録を

受ける権利及び外国における上記各権利に相当する権利

ウ 著作権法（昭和45年法律第48号）第 2条第 1項第10号の 2のプログラム著作物及

び同号の 3のデータベースの著作物に係る著作権法第21条から第28条に規定する著

作権及び外国における上記各権利に相当する権利

エ ア、イ又はウに掲げる権利の対象とならない技術情報のうち秘匿することが可能

な財産的価値があるものであって、発明者が所属する部局の長（以下「所属部局

長」という。）等が特に指定した権利（ノウハウ等を指す。）

(6) 「出願等」とは、特許出願、登録出願等の知的財産に関して法令で定められた権利

保護のために必要な所定の手続を行うことをいう。

(7) 知的財産権の「実施」とは、特許法第 2条第 3項に定める行為、実用新案法第 2条

第 3項に定める行為、意匠法第 2条第 3項に定める行為、商標法第 2条第 3項に規定

する行為、半導体集積回路の回路配置に関する法律第 2条第 3項に定める行為、種苗

法第 2条第 5項に定める行為、著作権法第 2条第 1項第15号及び同項第19号に定める
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行為（外国法に定める各行為対象の利用を含む。）並びにノウハウの使用をいう。

（権利の帰属）

第３条 大学は、職務発明等に係る知的財産権の全部又は一部を承継し、これを所有する

ものとする。ただし、第 5条第 1項の規定により大学が承継しないと決定したものにつ

いては、当該発明等を行った教職員に帰属する。

第２章 届出及び帰属の決定

（届出）

第４条 教職員は、発明等を行ったときは、発明等届出書（別紙様式 1）により、当該所

属部局長を経由して、速やかに学長に届け出なければならない。この場合において、当

該教職員が 2人以上いるときは、その代表者を選定し、当該代表者が届け出るものとす

る。

（発明等の審議、決定）

第５条 学長は、前条の規定による届出を受理したときは、30日以内に国立大学法人茨城

大学役員会又は第13条に規定する発明審査委員会に対し、発明等に関する事項を諮り、

その報告に基づき職務発明等の該当の当否、大学が承継するか否か及び大学等が承継す

る知的財産権の持分割合を決定する。

２ 学長は、前項の規定により当該発明等に関する決定をしたときは、その旨を速やかに

当該教職員に通知しなければならない。

３ 大学が知的財産権を承継しないと決定した発明等については、当該発明者は、これを

自由に処分することができる。

（譲渡書の提出）

第６条 前条第 1項の決定により大学が発明等の権利を承継することになった旨の通知を

受けた発明者は、権利譲渡書（別紙様式 2）及びその他必要な書類を所属部局長を経由

して、学長に速やかに提出しなければならない。第 8条の場合においても同様とする。

（異議の申立て）

第７条 発明等を行った教職員は、第 5条第 1項による学長の決定に異議があるときは、

通知を受けた日から14日以内に当該所属部局長を経由して、学長に対し、異議を申し立

てることができる。

２ 学長は、異議の申立てがあったときは、発明審査委員会の意見を徴した上で、異議申

立ての当否を決定する。

３ 学長は、前項の決定を当該教職員及び所属部局長に通知する。

（任意譲渡）

第８条 発明等を行った教職員からの届出による発明等について、大学が職務発明等に該

当しないと決定した場合に、当該教職員から譲渡申出書（別紙様式 3）により譲渡の申

し出があったときは、学長は、発明審査委員会の意見を徴した上で、知的財産権の承継

の可否を決定する。

２ 学長は、前項の決定を当該教職員及び所属部局長に通知する。

（制限行為）

第９条 教職員は、大学が当該発明等について職務発明等でないと決定し、又は職務発明

等であるがその権利を大学が承継しないと決定した後でなければ出願等をし、又は発明

等の権利を第三者に譲渡してはならない。

第３章 補償

（補償金の支払）

第１０条 学長は、大学が承継した発明等が登録等知的財産権に関して法令で定められた

権利を受けたときは、当該知的財産権に係る発明者に対し、国立大学法人茨城大学職務

発明等補償金支払要項（平成16年要項第 1号。以下「補償金支払要項」という。）に定

める補償金を支払うものとする。

２ 学長は、大学が承継した発明等又は知的財産権の実施若しくは処分により収益（収

入）を得たときは、当該発明等又は知的財産権に係る発明者に対し、補償金支払要項に

定める補償金を支払うものとする。
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（共同発明者に対する補償）

第１１条 前条の補償金は、当該補償金を受ける権利を有する発明者が 2人以上あるとき

は、それぞれの持分に応じて支払うものとする。

（退職又は死亡したときの補償）

第１２条 第10条及び前条の補償金を受ける権利は、当該権利に係わる発明者が退職した

後も存続する。

２ 前項の権利を有する発明者が死亡したときは、当該権利は、民法（明治31年法律第 9

号）に定める相続人が承継する。

第４章 発明審査委員会

（発明審査委員会の設置）

第１３条 大学に、職務発明等に関する事項を審議するため、発明審査委員会（以下「委

員会」という。）を置く。

（任務）

第１４条 委員会は、次の各号に掲げる事項を審議し、その結果を学長に答申する。

(1) 第 4条第 1項に規定する届出による発明等が、職務発明等に該当するか否かの審査

(2) 当該職務発明等の技術的評価

(3) 知的財産権を出願等しうる要件を具備しているか否かの審査

(4) 職務発明等に係る規則の制定・改廃に関する事項

(5) その他学長が必要と認めた事項

２ 委員会は、必要に応じ、当該発明等を行った教職員から意見聴取を行うことができる。

（組織）

第１５条 委員会は、次の各号に掲げるものをもって組織する。

(1) 理事（学術担当）

(2) 共同研究開発センター長

(3) 共同研究開発センター知的財産部門長

(4) 委員長が指名する学内者又は学外者 若干人

(5) その他委員長が必要と認めた者 若干人

２ 委員会に委員長を置き、理事（学術担当）をもって充てる。

３ 委員長は、委員会を招集し、その議長となる。

４ 委員会に、副委員長を置く。

５ 副委員長は、委員のうちから委員長が指名し、委員長に事故があるときは、その職務

を代行する。

６ 第 1項第 4号及び第 5号に掲げる委員は、学長が委嘱する。

７ 第 1項第 4号及び第 5号に掲げる委員の任期は、 2年とし、再任を妨げない。

８ 欠員により補充された委員の任期は、前任者の残任期間とする。

（会議）

第１６条 委員会は、委員の 3分の 2以上の出席がなければ会議を開くことができない。

２ 委員会の議事は、出席委員の 3分の 2をもって決し、可否同数のときは、議長の決す

るところによる。ただし、当該発明等を行った教職員と利害関係にある委員は、当該議

事に加わることができない。

３ 委員会の議事は、緊急やむを得ない場合において、持ち回りにより決することができる。

４ 教職員は、委員長の許可又は命令により委員会に出席し、意見等を申し述べることが

できる。

５ 委員長は、前条第 1項に規定する委員のうちから適当と認める者及び委員以外の者で

知的財産に関する専門的知識を有する者に第14条第 1項第 2号及び第 3号並びに市場に

おける有用性等の専門的な事項を事前に審査させることができる。

第５章 知的財産権の出願等

（出願等）

第１７条 学長は、第 5条第 1項により職務発明等の権利を大学が承継すると決定したと

きは、出願等（共同出願等を含む。）を行うことができる。
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２ 前項のうち、共同出願に要する費用及び権利保持に要する費用は、共同出願契約書に

定める割合に応じて負担するものとする。

３ 学外との共同研究又は受託研究（以下「共同研究等」という。）の成果による出願等

の場合は、契約書等の定めるところによる。

４ 発明者は、大学から出願手続に対する協力を要請された場合には、これに応じなけれ

ばならない。

第６章 雑則

（秘密の保持）

第１８条 発明等を行った教職員、委員会の委員及び関係者は、当該発明等の内容等の事

項について、必要な期間中その秘密を遵守しなければならない。ただし、大学又は発明

者の責によらずして公知となった場合を除く。

（退職後の取扱い）

第１９条 退職した教職員の当該発明等が職務発明等に該当する場合の取扱いは、この規

則の定めるところによる。

（事務）

第２０条 発明等に関する事務は、学術企画部研究協力・地域連携課が行う。

（外国出願の取扱い）

第２１条 この規程は、外国の知的財産権を対象とする発明等に関してもこれを準用する。

（雑則）

第２２条 この規程に定めるもののほか、この規程の実施に関し必要な事項は、委員会の

議を経て学長が別に定める。

附 則

この規程は、平成16年 4月 1日から施行する。

附 則

１ この規程は、平成19年 4月 1日から施行する。

２ この規程施行の際現に改正前の第15条第 1項第 2号に規定する委員（以下「改正前の

委員」という。）である者は、改正後の第15条第 1項第 4号に規定する委員として委嘱

されたものとみなし、その任期は、第15条第 8項の規定にかかわらず、改正前の委員の

任期の残任期間と同一の期間とする。

３ この規程施行後最初に委嘱される第15条第 1項第 4号及び第 5号に規定する委員の任

期は、同条第 7項の規定にかかわらず、平成20年7月31日までとする。
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（別紙様式 1）

平成 年 月 日

茨城大学長 殿

発明等届出者

所属部局・

学科等名

職 名

氏 名 ,

（署名又は記名押印）

発 明 等 届 出 書

下記のとおり発明等をしたので、国立大学法人茨城大学職務発明規程第 4条に基づき、

届け出ます。

記

１ 発明等の名称

２ 発明等者 氏 名 所属部局等・職名 発明等の貢献度

届出書提出者

共同発明等者

（学外者を含む）

３ 共同出願 □要（外部機関名： ） □否

４ 発表の状況 □未発表
発表予定 □有（発表予定日： ） □無

□発表済
□刊行物等による発表

発表日：
刊行物等名：

□学術団体等における研究集会での発表
発表日：
予稿集発行（発表）日：
学術団体名及び研究集会名：

５ 研究経費

６ 研究課題

７ 外国出願の希望 □有（希望国名： ） □無

８ 発明等の自己評価 □有 調査結果：
先行技術調査

□無

発明等の実施見込み □有 □未定

実施予定時期 □ 5年以内 □ 5～10年 □10年以上

基本／改良 □基本原理・アイディア □改良

技術的効果 □大 □中 □小

コスト効果 □大 □中 □小

利用分野

市場規模

９ 出願等経路の希望 □有（ ） □無

10 発明等の概要及び
特徴(図面を含む。)

11 発明の効果

備考：所属部局長を経由して提出すること。
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（別紙様式 2）

権 利 譲 渡 書

平成 年 月 日

譲受者

水戸市文京２丁目１番１号

茨城大学長 殿

住所（居所）

譲 渡 者（注） ,

（署名又は記名押印）

下記の発明等に関する特許・実用新案登録・意匠登録・商標登録・回路配置利用権の設

置の登録・品種登録を受ける権利を貴殿に譲渡したことに相違ありません。

記

発明等の名称

（注）譲渡者が複数人の場合は、全員の氏名等を記載すること。

備考：所属部局長を経由して提出すること。
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（別紙様式 3）

平成 年 月 日

茨城大学長 殿

発明者

所属部局・

学科等名

職 名

氏 名（注 1） ,

（署名又は記名押印）

譲 渡 申 出 書

下記の発明等に関する特許・実用新案登録・意匠登録・回路配置利用権の設置の登録・

品種登録を受ける権利を譲渡したいので、国立大学法人茨城大学職務発明規程第 8条によ

り申し出ます。

記

発明等の名称（先に提出した発明等届出書の写しを添付すること。）

備考：所属部局長を経由して提出すること。


